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再発防止策の取組状況

公共事業等事務費適正化

及び いわゆる裏金問題

平成２１年３月３日
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Ⅰ 公共事業等事務費適正化

年度区分等の適正化１

再 発 防 止 策 具体的対策 実施時期

１予算執行に関する改善

・年度当初「年間事務費執行①事務費の年間執行計画の

計画 を策定し 定期的 四策定 」 、 （

半期ごと）に点検

平21年4月～実施

・ 広域振興局予算調整会議 （事前調整会議を開催済）②事務費予算の早期配当 「

（仮称 」による早期配当）

とともに、ＰＤＣＡサイク

ルによる進行管理を徹底

・翌年度の需要に備える「繰 平20年度2月補正からの適用③繰越・債務負担行為の活

越 、年度当初に必要とな を検討用 」

る物品調達のための「債務

負担行為」の設定等を検討

２物品調達事務の改善

・ 支出に関する添付書類」 平20年12月19日付け通知によ①納品書添付の義務付けと 「

として納品書の添付を制度 り制度化（12月24日以後に納受注業者への納入事実確

化 品されるものに適用）認

・零細受注業者に配慮をした 平21年1月～②物品調達システムの活用

、「 」 （ ）上で 物品調達システム ・業者登録の促進 随時受付

による取扱品目の拡大 ・単価契約対象品目の拡大に

向けた需要量調査の実施

３意識改革と知識の向上

・事務費執行の平準化 繰越, 「１予算執行に関する改善」①使い切り意識をなくす仕 、

債務負担行為の弾力的運用 に同じ組みづくり

の検討（再掲）

・ 公金意識」を高める研修 平21年4月～実施②職員研修の強化等 「

等の実施 (研修計画等を検討中)

・ 無駄を省く取組」優良事 平21年度～実施「

例紹介

・会計事務に係る「簡便な手 平21年1月～作成、配付済み

引」の作成
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再 発 防 止 策 具体的対策 実施時期

４補助制度の運用上の対応

【国への提案・要望】①補助金の減額変更等の弾

力的な運用

他府県と連携した国への要

【国への提案・要望】 望を調整中②交付決定事務の迅速化

【国への提案・要望】③事務費の使途基準の拡大

５ 透明性の確保

・ 年間事務費執行計画」と 平21年4月～実施①情報公開の促進 「

月別の執行状況等をホーム （掲載内容を検討中）

ページで公開

６財務会計執行体制の強化

・管理職員が財務会計事務の 平21年4月～実施①管理職員による財務会計

重要性を理解し公金意識を （部局長会議等で徹底済み、執行体制の強化

高めるための管理職研修等 研修計画等検討中）

を実施し、一層の意識改革

を図る。

・今後の組織体制のあり方等②組織体制のあり方の検討

を検討するための「財務会 平21年3月 「財務会計改革、

計あり方検討会議 仮称 委員会」設置（ ）」

を設け、経理業務や契約事

務の集約化、各部局の事務

費の集中化、出納機関によ

る牽制機能の強化、自律的

・自浄的な内部統制の仕組

みづくりなど、組織体制の

あり方を検討

・財務会計制度全般について 平21年4月～「財務指導員」③財務指導職員の設置

指導・助言に当たる「財務 設置予定

指導員」を設置

・出納員自身による会計事務 平20年度～試行実施④確認・検査の強化

処理状況の再確認の取組や 平21年4月～本格実施

本庁職員が行う「査察的検 （実施方法の改善を検討中）

査」など確認・検査の充実

強化を図る
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２ 補助・単独の区分経理の明確化

再 発 防 止 策 具体的対策 実施時期

１補助制度の運用上の対応

【国への提案・要望】①地方の裁量による柔軟な

事務費の執行

他府県と連携した国への要

望を調整中

【国への提案・要望】②事務費の使途基準の拡大

・補助事業に関する研修等を 平21年1月～説明会等の開催③職員の補助制度に対する

強化し、制度の周知理解の促進

・経費節減に努めることを前 平20年度2月補正～予算措置④補助対象外経費の府費に

提として、補助対象外と考 の予定よる予算措置

えられる経費については、

必要な範囲内で府単費によ

り予算措置。

２補助金事務の執行上の対

応

・出張用務の補助・単独別を 平20年度執行分について①旅行命令等の補助・単独

明確にし、補助と単独の複 ・補助・単独区分の再確認をの明確化

数用務で出張する場合は、 実施済

補助事業の用務内容を「旅 ・補助事業の用務内容の明記

行命令」等に明記を周知 を周知徹底済

・補助事業の範囲を示し、適 国庫補助用務一覧の作成等に②旅費システムによる区分

切なシステム入力の指導 より職員へ説明済経理

・システム的な機能の付加も 早急に検討を行い、可能なも

検討 のから実施

・補助事業と単独事業が混在 平21年度当初予算～事項を組③統合財務システムによる

する 事項 にあっては 事 替区分経理 「 」 「

業別」に細分化するなど、

システムの機能を十分活用
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Ⅱ いわゆる裏金問題

再 発 防 止 策 具体的対策 実施時期

１会計事務・予算執行等の

適正化

①会計事務等の見直し

ア物品調達事務の改善

◯納品書添付の義務付けと

受注業者への納入事実確認

◯物品調達システムの活用

「公共事業等事務費適正化」に同じイ「使い切り予算」の見直し

◯年間執行計画の策定

◯事務費執行予算の早期配当

◯使い切り意識をなくす仕

組みづくり

◯繰越・債務負担行為の活用

ウ適正な会計事務の執行と職

場の実態を踏まえた会計制

度の運用

・歳計外現金等の事務処理 平21年2月2日付け通知済み◯適正な会計事務の執行

のあり方について各職場

に通知

・つり銭等の過誤納に備え 法的な整理を含め検討中◯職場の実態を踏まえた

た手続きの明確化など、会計制度の運用

現場の実態を踏まえた会

計制度の運用等を検討
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再 発 防 止 策 具体的対策 実施時期

②点検・検査体制の強化

・毎月、所属長が会計事務のア所属における自主点検の強

自主点検を実施化（ 事務の棚卸し ）「 」

・会計公所は出納員自身が会

計事務処理状況の再確認を 平21年4月～実施

行う （実施方法等を検討中）

・所属長の異動時に金庫内チ

ェック等を行い、保管物リ

ストを引き継ぐ

イ財務指導職員の設置

「公共事業等事務費適正化」に同じ

ウ査察的検査の推進

２部課長報償費の見直し

・部局長等交際費に改めた上 平21年2月 「部局長等交際ア支出基準の明確化 、

で、全庁統一の支出基準の 費支出基準」を策定済

策定

・当面、約１／３に減額した 平21年度当初予算～計上イ予算措置の適正化

上、必要な経費を予算計上

・執行状況を京都府のホーム 平21年4月～実施ウ積極的な情報公開

ページで公開
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再 発 防 止 策 具体的対策 実施時期

３コンプライアンスの向上

・あらゆる職員研修にコンプ 平21年4月～実施ア職員研修の充実・強化

ライアンス向上メニューを （研修計画等を検討中）

盛り込む

・管理職員に対しては、コン

プライアンスに係る誓約書

提出を義務付け

・公金を大切に扱う「府民第 平21年1月～順次実施中イ地域活動等への積極的参加

一」の意識を徹底するため

の地域活動等への職員の積

極的な参加を奨励

４再発防止策の点検と見直し

・再発防止策の取組状況をモ 平21年3月◯点検・見直しを行う組織

ニタリングするとともに、 「財務会計改革委員会」設置の常設化

効果の検証、対策の点検・

見直しを検討する組織を設

置



 ＜参 考＞  

平成19年度決算認定議案に対する附帯決議 

 
 

「国庫補助金の不適正経理問題」及び「いわゆる裏金問題」に係る再発防止

策の具体化に当たっては、以下の点を十分に踏まえること。  
 
１ 再発防止策の徹底に当たっては、職員は公務員の原点である「府民の奉仕

者」としての自覚を持ち、納税者の視点に立って適正、厳格かつ効果的・効

率的な執行に当たること。  
また、再発防止の取組が一過性のものに終わらないよう、職員の意識改革

はもとより、継続的な点検・見直しを行う仕組みを作る一方、現場での業務

実態を十分踏まえ、職員に対して過大な事務負担を強いることや職員が過度

に萎縮することがないように配慮すること。  
 

２ 国庫補助金の返還や裏金問題の補填に当たっては、行政サービスの低下を

招くことがないようにするとともに、今後、予算不足を原因とする不適切な

会計処理を引き起こさないよう、当初予算において適正な水準の事務費を確

保し、必要に応じて年度途中においても予算の補正を行うこと。  
 
３ 国庫補助制度については、地方分権時代にふさわしい仕組みとするため、

地方の裁量が生かせる「交付金化」を国に求めるとともに、実現までの間に

おいては、補助金の減額変更や交付決定事務の迅速化など、弾力的な運用が

可能となるよう、強く国に求めること。  
 


